資料２
軽費老人ホームにおける民間施設給与等改善費の
　　　　　　 取扱いについて
１　民間施設給与等改善費（以下「民改費」という。）の加算率は以下により算定するものとする。
	 eq \o\ad(施設の区分,　　　　　)
	職員１人当たりの
 eq \o\ad(平均勤続年数,　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(民間施設,　　　　)

 eq \o\ad(給与等,　　　　)

 eq \o\ad(改善費,　　　　)

 eq \o\ad(加算率,　　　　)
	 eq \o\ad(左　の　内　訳,　　　　　　　)
	

	
	
	
	人 件 費
 eq \o\ad(加 算 分,　　　　)
	管 理 費
加 算 分
	

	Ａ段階
	　 14年以上
	１６％
	１４％
	２％
	

	Ｂ段階
	　 12年以上14年未満
	１５％
	１３％
	２％
	

	Ｃ段階
	   10年以上12年未満
	１３％
	１１％
	２％
	

	Ｄ段階
	    8年以上10年未満
	１１％
	９％
	２％
	

	Ｅ段階
	    6年以上 8年未満
	９％
	７％
	２％
	

	Ｆ段階
	    4年以上 6年未満
	７％
	５％
	２％
	

	Ｇ段階
	    2年以上 4年未満
	５％
	３％
	２％
	

	Ｈ段階
	    2年未満
	３％
	１％
	２％
	


　なお、当該施設の「職員１人当たりの平均勤続年数」の算定は、次により行うものであること。
ア　算定の基礎となる職員は、当該施設に勤務するすべての常勤職員（嘱託医等臨　時職員は除く。）とすること。
    ただし、常勤職員以外の者であっても、１日６時間以上、月20日以上勤務している者にあっては、これを常勤職員とみなして算定すること。
イ　個々の職員の勤続年数の算定は、現に勤務する施設における勤続年数及び当該　職員のその他の社会福祉施設（現に勤務する施設以外の施設であって社会福祉法　第２条に定める施設のうち、いわゆる措置費の支弁対象となっている施設（軽費　老人ホーム、保育所、盲人ホーム、視聴覚障害者情報提供施設、身体障害者福祉　工場、知的障害者福祉工場、身体障害者福祉ホーム及び知的障害者福祉ホームを　含む。）、支援費の支弁対象施設及び特別養護老人ホーム）における勤続年数を　合算するものであること。
ウ　前記イにより算定した個々の職員の勤続年数のうち、５５歳になる誕生年月日の翌年度４月１日以降の年数は算定しないこととする。
エ　１施設当たりの職員平均勤続年数は、前記ア、イ、ウにより算定した全職員の合算総勤続年数を算定の基礎となった職員数で除して得た年数とする。
オ　前記エの１施設当たりの職員平均勤続年数の算定は、別紙様式１「民間施設給与等改善費基本分算定調書」（１施設当たり職員平均勤続年数算定表）により、当該年度の４月１日現在において行うものとし、その年度の中途において当該施設の職員に異動があった場合にも再計算は行わないものであること。
カ　新たに開所される施設における当該施設の職員１人当たりの平均勤続年数の算定は、その開所する日現在において行うこと。
